



















 （1） 小川原正道『日本の戦争と宗教　1899 ― 1945』講談社、2014年、108頁より再引用。 
 （2） 同上、110～111頁より再引用。 
 （3） 同上、111頁。 
 （4） 同上、141頁より再引用。 


















久 （8） が日中戦争勃発直後の1937年8月に出版した小冊子『日支紛爭とカトリック敎徒』 （9） （以後










































ていたのは、この伝統的で近世スコラ学的な正戦論であった （16） 。 
 　伝統的な正戦論の前提は、戦争は悪ではあるが、「正義が蹂躙されても無條件的に （17） 」戦争
を避けるべきという考えは誤っており、「不義の平和」は「正義の戰爭」（正戦）によって打









に貢献できるとするものであった。Gregory M. Reichberg, “Reframing the Catholic Understanding of Just War: 
Two Contrasting Approaches in the Interwar Period”,  Journal of Religious Ethics 46(3), 2018, 570～572pp. 
 （16） 管見の限り、当時の日本カトリック教会指導層が戦争について述べている史料中に、1930年代の最新の
正戦論議論を参照したと思われる部分は一切見受けられない。 
 （17） 前掲「カトリック者の態度」、5頁。 
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破されるべきで （18） 、「正しき理由のための戰爭は正當にして恒久的平和促進のための必須的手
段 （19） 」というものであった。 












 　第一条件は、正当な主権によって開戦されねばならない （29） 、である。正当な主権として開戦
の権利をもつのは国家だけであるが、その国家は独立国家である必要がある。「國權が、内に
あつては、國内の人及び物に對して完全なる支配を行ひ、外に對しては、他國の掣肘を受けな
い」主権を持っている国家だけが、「完全なる獨立國家」として開戦権を持つ （30） 。 
 　なお、その完全なる主権を持つ独立国家において、具体的に開戦権を有する機関は何か、誰
かという問題については、その国々の法律によるため、一律には述べられないが、一般的には
「各國の憲法乃至根本法規が指定するところのもの （31） 」とされていた。 
 （18） 前掲『日支紛爭』、2頁。
 （19） 田口芳五郎『カトリック的國家觀―神社問題を繞りて―』カトリック中央出版部、1933年、87頁。 
 （20） 前掲『支那事變觀』、2頁。 
 （21） 前掲『カトリック的國家觀』、77頁。 
 （22） ヘルツォグ（小林珍雄訳）『戦争と正義』創文社、1955年、28～ 29頁、91頁。この本は戦後に出版されたが、
非常に伝統的な正戦論を扱っているため、1930年代の正戦論理解の補助として使用する。 
 （23） 同上、28頁。 
 （24） 同上、98～ 99頁。 
 （25） 同上、25頁。 
 （26） 前掲『カトリック的國家觀』、103頁。 
 （27） 前掲「カトリック者の態度」、6～7頁。 
 （28） 同上、7頁 
 （29） 前掲『カトリック的國家觀』、94頁。 
 （30） 同上、95頁。 








の正當なる權益を侵害 （34） 」するといった正義の侵害が不可欠であった。 
 　そして、その正義の侵害が「重大なるばかりでなく、人倫的に考察して確實なるもの





0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 （36） 」（同上）、国家は開戦でき、その戦争は正戦となる。 
 　また、「他から不正に侵害せられたる自己の名譽權を擁護 （37） 」するための開戦も認められて
いた。その理由は、国家は自己を完成する権利を有しているが、国家の名誉はその完成のため
だけでなく、種々のことにおいて有益であるため、名誉が傷つけられることは、その国家にとっ





いることが肝心で （40） 、「己が單なる利益のために開いた戰爭は許され （41） 」ず、「領土慾または侵





 （32） 同上。 
 （33） 同上、99頁。 
 （34） 前掲『日支紛爭』、3頁。 
 （35） 前掲『カトリック的國家觀』、100頁。 
 （36） 同上、101頁。 
 （37） 同上、102頁。 
 （38） 同上、102頁。 
 （39） ヘルツォグ前掲書、32頁。 
 （40） 前掲『カトリック的國家觀』、103頁。 
 （41） 同上、93頁。 
 （42） 前掲「カトリック者の態度」、5頁。 
 （43） ヘルツォグ前掲書、32頁。 
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あるが、厳密な意味で不正では」ないとされた （44） 。ちなみに、正しい意図が重要性を持つのは










あつて、今次事變に對する日本政府の措置に就ては満幅の信頼を置かねばならぬ （46） 。 





0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（中
略）是レ一ニ中華民國ノ反省ヲ促シ速ニ東亞ノ平和ヲ確立セムトスルニ外ナラズ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（強調点
原文ママ）」 






 （44） 同上、33頁。これは、ベラルミヌスの言葉の引用である。 
 （45） 同上。 
 （46） 前掲『日支紛爭』、3頁。 
 （47） 前掲「カトリック者の態度」、7頁。 













定 （50） していたにもかかわらず、「中国一撃論」 （51） を叫ぶ拡大派に主導権を握られた陸軍が11日
に「居留民保護」を名目に派兵を主張 （52） し、結局近衛首相はそれを受け入れて「北支出兵」


















 （53） 笠原前掲書、212～214頁。 
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強化 （59） 」と報道されていた。 
 　こうした自衛権発動という認識の基盤となっていたのが政府の声明であるが、日本カトリッ
ク教会は、こうした政府声明に対し、我々には日中戦争を「自衛戦争なりや否やといふ適確な
 （54） 前掲『日支紛爭』、3頁。 
 （55） 前掲『支那事變觀』、2頁。 
 （56） 笠原前掲書、214～215頁。 
 （57） 朝日新聞（東京版）1937年7月12日付朝刊第二面「自衛權の發動（派兵の重大意義）」。 
 （58） 朝日新聞（東京版）1937年8月13日朝刊第二面「四相會議で方針一決／斷乎、自衛権を発動／けふ閣議
承認せん」、朝日新聞（大阪版）1937年8月13日号外「帝國政府斷乎として／自衛權を発動す」。 





























 （60） 前掲「カトリック者の態度」、8頁。 
 （61） 前掲『支那事變觀』、2頁。 
 （62） 同上、5頁。 
 （63） 同上。 
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 3.2　中国による日本の「特殊権益 （64） 」の侵害と自衛権 
 　『支那事變觀』は、自衛権を構成する「國家及び國民の重大權益」とは、「日本の滿洲及び北
支に於る特殊地位」とそれに伴う「經濟的なる『特殊權益』 （65） 」を指すと述べている。 



















 （65） 前掲『支那事變觀』、5頁。 
 （66） 同上。 











 （69） 加藤前掲書、42頁。 
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擁護を理由とする対中国出兵を自衛権の発動と主張できる根拠となる、と信じられていたから
である （70） 。 
 　パリ不戦条約は、その第一条で「国家の政策の手段としての戦争を放棄 （71） 」することを定め
たが、同時に、自衛権に基づく戦争と、制裁のための戦争は合法とした。だが、20世紀に入っ
て明確に意識されるようになった「在外自国民保護」という概念を自衛権の一部として含むか














0 0 0 0 0 0 0 0






 （70） 同上、58～59頁。 
 （71） 牧野雅彦『不戦条約　戦後日本の原点』東京大学出版会、2020年、242頁。 
 （72） 森肇志「戦間期における『自衛権』概念の一断面―不戦条約締結過程における在外自国民保護の位置づ
けを素材にして―」『社会科学研究』第53巻第4号、2002年、79～82頁。 





 （75） 同上、85～86頁。 
 （76） 同上、86頁。 











一割六分に過ぎ （82） 」ないのに、「年々百萬の人口増加といふ大問題」を抱えており （83） 、「通商に
よつて生きるか、然らずんばその人口の大多數を餓死せしめざるを得ない （84） 」状況にあるとし
て、通商による生存権が日本にあると主張する。 
 　ところが、中国は「吾等の生命其者をも危うせんとする組織的日貨排斥 （85） 」を行っている。
その上、日本産業に不可欠な資源を豊富に持つ中国は、欧米列強には資源への「特權的地位」
を与えておきながら、日本には資源への「平和的接近の途を塞がんとする暴擧 （86） 」に出ている。 
 　従って、日本の経済的生存に関わる中国との通商権を擁護し、満州事変以前に7回も行われ






 （78） 前掲『支那事變觀』、6～7頁。 
 （79） 同上、7頁。 
 （80） ここでは、あるカトリック社会学者の言葉に依りつつ、「通商維持も正戦なる理由たり得る」と述べている。
同上、8頁。 
 （81） 同上、7～8頁。 
 （82） 同上、11頁。 
 （83） 同上。 
 （84） 同上、11～12頁。 
 （85） 同上、12頁。 
 （86） 同上、12～13頁。 
 （87） 同上、13頁。 
 （88） 同上、12頁。 
 （89） 同上、13頁。 
 （90） 同上、13頁。 
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安定と平和的關係とを危く （91） 」し、「邦人の生命財産の屢々其犠牲に供せらるる （92） 」もので、か
つ、「日貨不買や排日示威が支那官邊の隱然たる支持と計畫 （93） 」によって行われているため、「排
日の氣運は友誼的和解の最後の希望をも灰燼に歸せしめ （94） 」てしまった。それ故、日本は万策



















してゐる損害乃至毀損一掃のため （100） 」の戦争として、肯定されていた。 
 　この「防禦戦」は、「一見攻撃的に見える」が「その實は全く防禦的性質」を持つ （101） 戦争で
 （91） 同上、8頁。 
 （92） 同上。 
 （93） 同上 。
 （94） 同上、14頁。 
 （95） 同上 。
 （96） 同上。 
 （97） 同上、15頁。 
 （98） 同上。 


























































0 0 0 0 0 0 0
によりても自衛權を發動



























































点から日中戦争に積極的に協力する姿勢を示していた （122） 。 















 　本研究は JSPS科研費（課題番号　18K00087　基盤研究（C））の助成を受けたものである。 
　　なお、日本外交における防共概念導入による日本社会情勢の変化と日本カトリック教会との関連について
は、山梨敦が、1937年のマニラ万国聖体大会に関する論文で少し触れている。（山梨淳「マニラ万国聖体大
会と日本カトリック教会」『キリスト教社会問題研究』60号　2011年、参照）。 
